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後期高齢者医療保険料の改定
　後期高齢者医療保険料は、今後２年間の費用と収入を見込んで２年ごとに見直しされて
います。令和２年度から、次のとおり後期高齢者医療保険料が改定されましたのでお知ら
せします。

　保険料の年間上限額は、62万円から64万円に、所得割率は、7.86パーセントから7.96パ
ーセントに引き上げられました。
〈保険料の計算方法〉

物国保年金課☎奮834、埼玉県後期高齢者医療広域連合☎048-833-3120

均等割額 所得割額
年間保険料
[上限64万円] ＝ 41,700円 ＋（前年の総所得金額等－基礎控除額33万円）×

所得割率
7.96パーセント

〈均等割額の軽減〉
　保険料の均等割額については、段階的に軽減特例措置が縮小されています。なお、５割
軽減および２割軽減については、軽減判定所得基準額が拡大されます。

同一世帯内の被保険者および世帯主の総所得金額等の合計額 平成３１年度
(軽減後の均等割額)

【基礎控除額（３３万円）】以下 ８.５割軽減
６,２５０円/年

【基礎控除額（３３万円）】以下で、同一世帯内の被保険者全員が
年金収入８０万円以下（他の各種所得なし）

８割軽減
８,３４０円/年

【基礎控除額（３３万円）＋２８万円×世帯の被保険者数】以下
↓

【基礎控除額（３３万円）＋２８.５万円×世帯の被保険者数】以下
５ 割軽減
２０,８５０円/年

【基礎控除額（３３万円）＋５１万円×世帯の被保険者数】以下
↓

【基礎控除額（３３万円）＋５２万円×世帯の被保険者数】以下
２ 割軽減
３３,３６０円/年

※令和 ３年度には、７.７５割軽減が ７割軽減となります。

令和 ２年度
(軽減後の均等割額)
７.７５割軽減
９,３８０円/年

７ 割軽減
１２,５１０円/年

変更なし

変更なし

➡

　「新庁舎建設基本設計（素案）に関する説明会」を開催す
るため、意見募集期間を再延長し７月１０日までとします。

八潮市新庁舎建設基本設計（素案）に
対する意見募集期間の再延長

物アセットマネジメント推進課☎焚845

　市では、庁舎の建て替えに向けた取り組みを進めて
います。新しい庁舎の基本設計の素案がまとまりました
ので説明会を開催します。
※各回１時間程度、説明の内容は同じです。
仏6月29日までに、電話または電子メールでアセット
マネジメント推進課（☎焚８４５、メールアドレス
chosha-seibi@city.yashio.lg.jp）へ

日　時 場　所 定　員
（申込順）

6月30日㈫午後 ７時～ 八幡公民館　視聴覚室 ２０人
7 月 1 日㈬午後 ７時～ 八條公民館　会議室 １ ２０人

7 月 2 日㈭午後 ７時～ ゆまにて
会議室兼研修室 ２０人

7 月 3 日㈮午後 ７時～ 八潮メセナ・アネックス
多目的ホールＣ ２０人

7 月 4 日㈯午後 2時～ やしお生涯楽習館
多目的ホール ５０人

7 月 5 日㈰午前10時30分～ やしお生涯楽習館多目的ホール ５０人

意見募集

新庁舎建設基本設計（素案）に
関する説明会
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介
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介
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し
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域
包
括
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援
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ン
タ
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ア
マ
ネ
ジ
ャ
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②
審
査
・
判
定　
要
介
護
認
定
調

査
員
が
自
宅
を
訪
問
し
、
心
身
の

状
態
に
つ
い
て
聞
き
取
り
調
査
を

行
い
ま
す
。

　
ま
た
、
市
か
ら
主
治
医
に
意
見

書
の
作
成
を
依
頼
し
、
こ
れ
ら
の

結
果
を
も
と
に
、
医
療
、
介
護
、

福
祉
の
専
門
家
で
構
成
す
る
介
護

認
定
審
査
会
が
本
人
の
状
態
を
審

査
し
、
要
介
護
状
態
区
分
の
い
ず

れ
か
、
ま
た
は
非
該
当
の
判
定
を

行
い
ま
す
。

③
結
果
通
知　
原
則
と
し
て
、
申

請
か
ら
３０
日
以
内
に
市
か
ら
認
定

結
果
通
知
書
と
認
定
の
結
果
が
記

載
さ
れ
た
保
険
証
が
郵
送
さ
れ
ま

す
。

④
ケ
ア
プ
ラ
ン
作
成　
ケ
ア
プ
ラ

ン
と
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
種
類

や
内
容
を
決
め
た
計
画
書
の
こ
と

で
す
。
要
介
護
１
〜
５
と
認
定
さ

れ
た
方
は
指
定
居
宅
介
護
支
援
事

業
者
に
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
作
成
を
依

頼
し
て
く
だ
さ
い
。

※
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の

一
覧
表
は
、
申
請
時
に
窓
口
で
配

布
し
ま
す
。

　
要
支
援
１
、
２
と
認
定
さ
れ
た

方
は
担
当
す
る
地
域
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
か
ら
連
絡
が
あ
り
ま
す
の

で
、
介
護
予
防
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
作

成
を
依
頼
し
て
く
だ
さ
い
。

⑤
サ
ー
ビ
ス
の
利
用　
サ
ー
ビ
ス

の
内
容
を
決
定
し
、
サ
ー
ビ
ス
事

業
者
と
利
用
の
契
約
を
行
い
、
ケ

ア
プ
ラ
ン
に
基
づ
い
て
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
し
ま
す
。
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
し
た
際
に
は
、
原
則
と
し
て
費

用
の
１
〜
３
割
の
い
ず
れ
か
を
利

用
者
が
負
担
し
ま
す
。

※
在
宅
で
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る

場
合
、
要
介
護
度
に
応
じ
て
１
カ

月
に
利
用
で
き
る
金
額
に
上
限
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
限
度
額
を

超
え
て
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
分

は
、
全
額
利
用
者
が
負
担
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

介
護
保
険
料

　
介
護
保
険
は
、
国・県・市
が
負

担
す
る「
公
費
」と
と
も
に
、皆
さ

ん
が
納
め
る
「
介
護
保
険
料
」
を

財
源
と
し
て
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
制
度
は
、
そ
れ
ぞ
れ
が
負
担

し
あ
い
、
社
会
全
体
で
制
度
を
支

え
る
し
く
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

〈
６５
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料

の
算
定
の
方
法
〉

　
６５
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料

は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
用
が
ま
か

な
え
る
よ
う
に
算
出
さ
れ
た
「
基

公
　費

保
険
料

23％

27％
40~64歳の人
の保険料

この分を
65歳以上の
みなさんで
負担します

50％

■介護保険の財源（利用者負担を除く）

準
額
」
を
も
と
に
決
ま
り
ま
す
。

　
市
で
は
、
こ
の
介
護
保
険
料
の

「
基
準
額
」
を
も
と
に
、
本
人
と

世
帯
の
住
民
税
の
課
税
状
況
や
所

得
に
応
じ
た
負
担
に
な
る
よ
う
に
、

１０
段
階
に
分
け
て
設
定
し
て
い
ま

す
（
表
１
参
照
）。

※
４０
歳
か
ら
６４
歳
ま
で
の
方
の
介

護
保
険
料
は
、
加
入
し
て
い
る
医

療
保
険
の
算
定
方
式
を
基
本
と
し

て
決
め
ら
れ
ま
す
。

〈
低
所
得
者
へ
の
保
険
料
減
額
〉

　
令
和
元
年
１０
月
に
消
費
税
率
が

引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と
に
伴
い
、

低
所
得
者
へ
の
負
担
軽
減
と
し
て
、

第
１
～
３
段
階
の
保
険
料
額
が
減

額
さ
れ
て
い
ま
す
（
表
２
参
照
）。

【表 １】介護保険料表
◎介護保険料の個別通知書は、６月中旬にご自宅に郵送します。
所得段階 内　容 保険料年額

第 １段階

・生活保護を受給している方
・�世帯全員が住民税非課税で、本人が
老齢福祉年金を受給している方
・�世帯全員が住民税非課税で、前年の
合計所得金額＋課税年金収入額が80
万円以下の方

17,300円
(基準額×0.30)

第 ２ 段階
・�世帯全員が住民税非課税で、前年の
合計所得金額＋課税年金収入額が80
万円超１２０万円以下の方

28,900円
(基準額×0.50)

第 ３ 段階
・�世帯全員が住民税非課税で、前年の
合計所得金額＋課税年金収入額が
120万円を超える方

40,500円
(基準額×0.70)

第 ４ 段階
・�世帯の誰かに住民税が課税されてい
るが、本人は住民税非課税で、前年
の合計所得金額＋課税年金収入額が
80万円以下の方

52,100円
(基準額×0.90)

第 ５ 段階
・�世帯の誰かに住民税が課税されてい
るが、本人は住民税非課税で、前年
の合計所得金額＋課税年金収入額が
80万円を超える方

57,900円
(基準額)

第 ６段階 ・�本人が住民税課税で、前年の合計所
得金額が120万円未満の方

69,400円
(基準額×1.20)

第 ７ 段階
・�本人が住民税課税で、前年の合計所
得金額が120万円以上200万円未満の
方

72,300円
(基準額×1.25)

第 ８ 段階
・�本人が住民税課税で、前年の合計所
得金額が200万円以上300万円未満の
方

86,800円
(基準額×1.50)

第 ９ 段階
・�本人が住民税課税で、前年の合計所
得金額が300万円以上400万円未満の
方

92,600円
(基準額×1.60)

第10段階 ・�本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が400万円以上の方
101,300円

(基準額×1.75)

　
介
護
保
険
制
度
は
介
護
が
必
要
な
状
態
に
あ
る
高
齢
者
と
そ
の
家
族
を
社
会
全
体
で
支
え

る
社
会
保
険
制
度
で
す
。

物
長
寿
介
護
課
☎
奮
４
０
７

平成３１年度 令和 ２年度

第 １段階 ２１,７００円 １７,３００円

第 ２段階 ３３,２００円 ２８,９００円

第 ３段階 ４１,９００円 ４０,５００円

【表 2】

申
請
か
ら
介
護
サ
ー
ビ
ス

利
用
ま
で
の
流
れ

介
護
保
険
制
度
の
お
知
ら
せ

介
護
保
険
制
度
の
お
知
ら
せ


